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１ 事業実施の趣旨 

 交野市（以下、「本市」という。）では交野市第４次障がい者（児）福祉

長期計画等の中で充足が求められてきた医療的ケアが必要な方を含む重

度障がいのある方が利用可能な施設の整備が経年の課題となっている。 

令和５年度末に策定された交野市第７期障がい福祉計画・第３期障がい児

福祉計画においても、重度障がいのある方が地域で暮らし続けられる資源

の整備とサービス提供の確保を掲げており、障がい児者支援の充実強化を

図る為、今般市有地を活用し、当該施設の整備・運営を行う候補事業者の

公募、選定を行うもの。 

候補事業者の選定は、プロポーザル（提案）方式により、令和６年度重

度障がい者通所施設整備事業募集要項（以下、「本募集要項」という。）に

定める応募資格を満たす候補事業者の中から、整備・運営について具体的

な提案を受け、書類審査、プレゼンテーション、ヒアリング審査を総合的

に評価し、決定する。 

 

２ 募集する障がい福祉サービス事業及び施設概要等 

（１）必須事業 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17

年法律第 123 号。以下、「障害者総合支援法」という。） 第５条第７項に

規定する「生活介護事業」 定員 20名以上 

・主たる対象者を医療的ケアが必要な人を含む重症心身障がい者とす 

ること。 

・賃貸借期間を通算した 30 年間の事業実施とすること。 

※主として重症心身障がい児者を対象とした多機能型事業所として、生

活介護事業を実施する形を含む。その場合は、生活介護事業における

最低定員以上の定員設定とすること。 

（２）任意事業 

事業者の提案事業として、必須事業の継続を阻害せず、重度障がい児者

の支援強化・サービス拡充を図れる内容であれば、必須事業以外の指定障

害福祉サービス事業の併設を可とする。 

ただし、任意事業については、障害者総合支援法又は児童福祉法で規定

された事業を提案（共同生活援助を除く）するものとする。 

（３）開設予定時期 

令和８年度中の開設を原則とする。 

※ただし、資金計画上、社会福祉施設等施設整備費国庫補助金及び次世

代育成支援対策整備交付金の活用を検討している場合、双方協議の上

で別途決定する。 
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（４）貸付物件概要 

本市が候補事業者に、以下に記す土地（以下、「貸付物件」という。）を

貸付け、貸付物件を借り受ける候補事業者が、自ら障がい福祉サービス事

業の用に供する建物、その他工作物（以下、「本件建物」という。）を整備

し、事業所を設置し、運営するものである。 

①貸付地 ：交野市東倉治１丁目 441番２及び 441番４の一部 

 ②敷地面積：1,068 ㎡（東倉治１丁目 441番２） 

 ③権利関係：本市と候補事業者にて定期借地権付賃貸借契約を締結する。 

（５）物件現況 

貸付物件南側堤塘敷にはフェンスが設置されている。また、北側隣接に

は別の社会福祉法人施設があり、一部フェンスにて遮断されている。 

東側隣接は、住宅地があり、フェンスにて遮断されている。また、西側

の接道から物件東側に向けて傾斜があり手前を駐車場、奥を耕作地として

使用している。 

（６）建築上の法規制 

①当該地域地区等 

  用途地域：第一種中高層住居専用地域 

  防火指定：建築基準法第 22条指定区域 

  建ぺい率：60％ 

  容積率 ：200％ 

  高度地区：第二種高度地区 

 ②埋蔵文化財：埋蔵文化財包蔵地の該当なし 

 ③土砂災害警戒区域：物件東側約半分が土砂災害警戒区域（イエローゾ

ーン）に該当 

 ※利用者の安全確保等の観点から、建設にあたり事業者にて適切なイエ

ローゾーン対策・配慮を行うこと 

（７）接道状況 

西側：市道倉治神宮寺線・建築基準法（昭和 25 年法律第 201号） 

第４２条第２項道路 

※貸付地一部（東倉治１丁目 441番４）は、開発時セットバックが必要。 

（８）現地見学 

現地事前見学について、無断での敷地内への立ち入りは禁止する。 

敷地外からの現況確認は可能であるが、近隣等の迷惑にならないように配

慮すること。 

また、個別の現地見学実施について調整可能である為、障がい福祉課へ

事前に相談すること。 
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３ 貸付条件等 

 候補事業者は、以下の条件により、本市と貸付物件の事業用定期借地権

付賃貸借契約を締結するものとする。 

（１）貸付期間 

 ※事業用定期借地権付賃貸借契約期間を 30 年間とし、詳細については

別途仕様書に定める。 

（２）貸付料 

 ※契約期間：１年目から 15年目まで「免除」 

16年目から 30 年目まで「有償」 

「有償」…不動産鑑定価格から本市貸付基準にて算出された額に減免を 

考慮した額を予定。 

（３）用途指定 

候補事業者は、「２募集する障がい福祉サービス事業及び施設概要等」

に定める用途として使用しなければならない。 

なお、本市の承諾等無く、目的以外に使用した場合、貸付物件を速やか

に原状回復の上、返還すること。 

（４）本件建物の貸付け 

 候補事業者は、貸付物件上に候補事業者が整備した本件建物を第三者に

貸付けることはできない。 

なお、第三者に転貸しした事実が判明した場合、貸付物件を速やかに原

状回復し、返還すること。 

（５）施設整備の費用等 

貸付物件における施設、設備等の建設は、候補事業者の負担により行う

こと。 

（６）維持・管理 

 貸付物件及び本件建物等の維持・管理は候補事業者の責任と負担により

行うこと。 

（７）物件の返還等 

 貸付期間満了のとき、または候補事業者の都合により貸付に係る契約を

解除したときは、候補事業者の負担により、貸付物件を直ちに原状回復し

返還すること。 

ただし、本市が必要と認めたときは、本件建物を交野市に無償譲渡する

ものとする。 

（８）契約更新 

 契約の更新は行わない。 

（９）その他 

 ①候補事業者は、貸付物件の事業用定期借地権付賃貸借契約を締結後、

貸付物件について数量の不足、地下埋設物等埋蔵の瑕疵、またはその
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他隠れた瑕疵があった場合でも、損害賠償の請求をすることはできな

い。 

 ②契約解除その他の事項については、貸付物件の定期借地権付賃貸借契

約書にて定める。 

 

４ 事業運営の基本事項 

（１）地方自治法その他の関係法令、本募集要領、別途仕様書に定めた内

容を遵守すること。 

（２）基本的人権に十分配慮した施設の運営を行うこと。 

（３）利用者が安定した日常生活及び社会生活を営むことができるよう障

害福祉サービスを提供し、また地域生活を営む上で生活能力の維

持・向上等のための必要な支援その他の便宜を適切かつ効果的に行

うこと。 

（４）利用者の生命・身体の安全確保を行い、その健康管理に努めること。 

（５）施設設備及び備品の維持管理を適切に行うこと。 

（６）利用者が快適に過ごせるよう施設の環境を整え、充実した支援等の

ための条件整備に努めること。 

（７）利用者の増加と利用率の向上に努め、障がい福祉の増進を図ること。 

（８）利用者の意見を管理運営に反映させ、利用者の満足度を高めていく

こと。 

（９）個人情報の適切な管理を行い、当該事業上、知り得た秘密は他に漏

らし又は自己の利益のために利用してはならない。また、守秘義務

は、従事者の職務を退いた後においても同様とする。 

（10）事業の実施にあたっては、事業計画書を作成することとし、収支予

算書等に基づき適正かつ効率的運営を行うこと。  

（11）近隣住民・近隣施設との良好な関係を維持するとともに関係機関と

の密接な連携に努めること。  

（12）ゴミの削減、省エネルギー、CO2 削減等環境に配慮した運営を行う

こと。  

（13）運営する事業に関する記録を作成し、本市が求めた際には必要に応

じて報告書等を提出すること。また関係行政機関への各種報告・届

出等の業務を行うこと。 
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５ 整備・運営を行う候補事業者の選定方法等 

（１）整備・運営を行う候補事業者の選定方法 

①整備・運営を行う候補事業者の選定は、交野市障がい福祉サービス及

び地域生活支援事業運営審議会（以下、「選定委員会」という。）での

審査に基づき、交野市長が決定する。 

②審査は、書類審査・プレゼンテーション・ヒアリング審査にて行うも

のとする。 

（２）審査項目 

以下の項目について、総合的に評価する。 

①運営の確実性（運営理念、組織運営、事業実績、財政状況等） 

 ②事業計画（重度障がい者（児）への支援方法、医療的ケア、職員等の

確保、防災対策、安全管理等） 

③その他（任意事業の提案内容等） 

 

６ 応募資格等 

本事業に応募する候補事業者は、以下に掲げる資格要件の全てを満たす

ものとする。なお、同一候補事業者による複数の提案は認めない。 

（１）令和６年４月１日現在、大阪府等において、主たる対象者を医療的

ケアが必要な人を含む重症心身障がい児者として、障害者総合支援

法または児童福祉法に規定された指定障害福祉サービス事業を行

っていること。 

（２）本事業を確実かつ円滑に遂行できる知識、技術、経験及びマンパワ

ーを有し、かつ安定した財政基盤を有する法人であること。（法人

格の種類は問わない。） 

（３）財務状況 

 ①応募時に、事業開始当初（開設後６か月分）の運営費を自己資金で確

保していること。また、候補事業者が行っている既存事業についても

同様に、運営資金が確保されていること。 

 ②応募時に、債務超過となっていないこと。 

 ③過去３年以内に、営業活動（通常の事業運営）に基づく赤字がないこ

と。なお、特別損失等の一時的な事由によるものであれば、その原因

と黒字への転換計画について提出すること。（原則、開設予定時まで 

には黒字への転換を条件とする。） 

④借入金がある場合は、借入先や返済計画等について提出すること。 

（４）法人として、運営が適正に行われており、応募時に、障がい福祉サ

ービス事業にて、過去５年以内に都道府県または、市区町村が実施

した指導・検査等にて重大な指摘等を受けていないか、改善済みで
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あること。 

（５）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項

（一般競争入札の参加者の資格）に規定する者に該当しないこと。 

（６）障害者総合支援法第 36 条第３項各号（指定障害福祉サービス事業

者の指定）の規定する事業者に該当しないこと。 

（７）交野市建設工事等指名停止要綱による指名停止処分を受けていない

こと。 

（８）法人税、法人事業税、消費税及び地方消費税等を滞納していないこ

と。 

（９）宗教活動及び政治活動を主たる目的にしていないこと。 

（10）本市の障がい福祉行政について十分理解し、積極的にその事業促進

に協力すること。 

（11）候補事業者が、交野市暴力団排除条例及び同施行規則に規定される

個人または、団体でないこと。 

 

７ 施設整備及び運営に関する基本的条件 

以下の項目を施設整備・運営の基本的条件とする。 

（１）事業所の指定 

必須事業、任意事業について、障害者総合支援法に基づく指定障害福祉

サービスの人員、設備及び運営に関する基準（平成 18 年省令第 171 号）

（以下、「指定障害福祉サービス基準」という。）及び児童福祉法に基づく

指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 24 年省

令第 15 号）を満たし、大阪府から事業者指定を得ること。 

（２）開設時期 

令和８年度中の開設を原則とすること。 

（３）福祉サービス第三者評価 

福祉サービス第三者評価を２年に１度以上の頻度で定期的に受審する

こと。 

（４）施設整備に関する事項 

①契約手続 

建設工事施工業者等の選定に当たっては、本市に準拠した方法で選定

すること。なお、設計と施工を同一業者が請け負うことは出来ない。 

 ②工期 

  原則として、令和８年度中に事業運営を開始できるようにすることと

し、工事スケジュールを組む際には、諸般の事情により工期が伸びるこ

とも想定し、余裕を持った提案をすること。 

 ③本件建物の建設に当たっての留意点 

土砂災害警戒区域（イエローゾーン）該当箇所に対して、利用者の安
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全確保の観点から必要な対策・配慮を行うこと。 

物件近接地における建設工事等については、事業者にて必要な調整等

を行うこと。 

工事車両の通行に関しては、十分な安全対策を講じるとともに、騒音、

振動、悪臭及び粉じんの排出を最小限にとどめるように配慮すること。 

 ④駐車スペース等の確保 

障がい者福祉施設に必要となる車両等を路上に駐車し、または停車す

ることで近隣や他の交通の妨げになることが無いよう、貸付物件内に必

要な駐車スペースを確保すること。 

 ⑤地域住民の要望に対する対応 

施設整備に当たっては、地域住民等に十分な説明を行うとともに、要

望に対しては、誠実に対応すること。 

 ⑥建築物の外観 

  貸付物件の周辺の景観と調和する外観とすること。 

（５）運営に関する事項 

 ①事業所の設置及び運営等 

  施設は、候補事業者自ら設置及び運営することとし、本件建物につい

ては、本市が認めた場合を除いて、本事業以外に利用してはならない。 

 ②事業の継続期間 

  本公募に基づいて整備する本件建物において、事業用定期借地権付賃

貸借契約期間終了まで継続して必須事業である「生活介護事業」の事業

を実施すること。 

なお、法改正等により制度変更が生じる場合には、実施する事業につ

いて、本市と協議すること。 

 ③利用者 

  本市支給決定者の利用受入れを優先的に行うものとする。 

④医療的ケアの対応 

  医療的ケアが必要な障がい者（児）が利用する場合、看護職員の配置、

医療機関や訪問看護ステーション等と連携を取るなど、適切に対応でき

るよう準備すること。 

 ⑤従事者の配置 

  従業者については指定障害福祉サービス基準の規定によるほか、施設

の運営が円滑に行われるよう人数、資質、経験年数等を考慮した配置を

行うこととし、詳細は別途仕様書に定める。 

 ⑥地域医療機関との連携 

   候補事業者として選定された後、事業所の嘱託医の確保や緊急時の 

医療体制等、地域の医療機関との連携について、本市と協議すること。 

 ⑦防災対策等 

   災害発生時の避難、通報体制の確保、防火体制の確保等、防火・防災
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安全対策に万全を期すこと。 

 ⑧交通安全対策 

  事業所送迎車両の停車時など、見守り職員の配置等により利用者の安

全運転対策を講じること。 

⑨職員の資質向上等 

施設利用者へのサービスの向上が図れるよう、年１回以上研修会等を

実施し、職員の資質向上に努めること。また、従業者の定着に努め、異

動等がある場合には、十分な引継ぎを行うこと。 

⑩地域貢献 

 日常的に地域住民との交流を図るなど、積極的に地域住民との友好・

協力関係を構築するとともに、地域福祉の向上へ貢献出来るような運営

を行うこと。 

⑪費用等 

 利用者から予め一定の費用等を預かる場合は、定期的に清算すること。 

⑫維持管理 

 雑草除去等を適宜行い、近隣住民等に配慮した維持管理を行うこと。 

⑬その他 

  本市が要項等の内容を変更する必要が生じた場合は、その指示に従う 

こと。 

（６）遵守すべき法令等 

①社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）・医療法（昭和 23 年法律第 205

号） 

②障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

17年法律第 123 号） 

③児童福祉法（昭和 22年法律第 164 号） 

④建築基準法（昭和 25年法律第 201 号） 

⑤消防法（昭和 23 年法律第 186号） 

⑥障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成 25 年法律第

65号） 

⑦障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律 

（平成 23年法律第 79号） 

⑧高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年

法律第 91号） 
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８ 応募事業者説明会 

本公募に関する応募事業者説明会を次のとおり実施する。 

参加について応募の必須条件ではないが、応募を予定している候補事業

者は、可能な限り参加すること。 

（１）開催日時及び開催場所 

日時：令和６年 11 月 29日（金） 

午前 10 時から 11時 30分まで（予定） 

会場：交野市立保健福祉センター ４階 団体共用ルーム２ 

（２）参加者 

１候補事業者につき２名までとする。 

（３）申込方法 

 応募事業者説明会参加申込書（第５号様式）に必要事項を記入の上、

メールにて提出。 

（４）申込期限 

 令和６年 11 月 26 日（火）午後５時まで 

（５）提出先 

 交野市福祉部障がい福祉課 

 mail：hukusi@city.katano.osaka.jp 

 ※件名は「応募事業者説明会参加申込」とすること。 

 

９ 質問の受付及び回答 

（１）質問の方法 

①候補事業者募集に関する質問票（第６号様式。以下、「質問票」と 

いう。）に要旨を簡潔にまとめ、障がい福祉課メールアドレス

（hukusi@city.katano.osaka.jp）へ送付すること。 

メールの件名は「重度障がい者通所施設整備事業者公募に関する質

疑（応募予定法人名）」とすること。また、受信確認のため市役所の

業務時間内に必ず電話連絡を入れること。 

②電話、郵便及び窓口訪問による質問は受け付けない。 

③提出期限後は、質問票は受け付けない。 

（２）受付期間 

令和６年 11月 15日（金）～12月９日（月）午後５時まで 

（３）回答 

 質問及び回答は、質疑提出候補事業者を特定できる情報等を除いて、

本市ホームページ上に質問及びその回答を随時掲載することし、令和６

年 12月 12日（木）までに回答掲載を完了する。 

※内容等が不明瞭なもの等については、回答しないことがある。 
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１０ 応募手続 

（１）応募申込書等の提出 

 応募する候補事業者は、「別表１応募書類一覧」にある必要書類を提出

すること。 

（２）提出部数 

 製本 11部（正本１部・副本 10 部）及び電子データ 

 ※紙ベースとは別に、電子データ（ワード・エクセル・ＰＤＦデータ

等）について、ＣＤ－ＲやＤＶＤ等のメディア１枚に記録の上、提

出すること。 

（３）提出上の注意点 

ファイル（Ａ４・縦型・左綴じ）綴り、表紙及び背表紙に施設名（案）

及び法人名を記入し、各書類番号を記載したインデックスを付した白表

紙を挟み提出すること。（提出書類に直接インデックスを付けないよう

にしてください。）Ａ４判を横長で使用するものは、用紙の上側で綴るこ

と。 

①所定様式が定められているもの以外は、原則としてＡ４判または、

Ａ３判とすること。 

②提出期間を過ぎての計画内容等の変更は受け付けない。 

（４）追加書類の提出及びヒアリングの実施 

 本市が必要と認める場合は、追加書類の提出を求めまたは、ヒアリン

グをすることがある。 

（５）提出書類等の取扱い 

 応募申込書類の著作権は、応募申込者に帰属するものとする。ただし、

本市は必要に応じて応募申込書類の内容を応募申込者の許可なく無償

で使用できるものとする。なお、提出された書類等は、理由の如何を問

わず返却はしない。 

（６）費用負担 

応募に関して発生する費用は、全て応募申込者の負担とする。 

（７）提出期限 

 令和７年１月 10 日（金）午後５時まで 

 ※提出の際には、事前に連絡し調整すること。 

  また、令和７年１月９日（木）まで、提出書類の内容確認を兼ねて

事前相談を実施する。なお、事前相談は必ず電話にて日時の調整を

行うこと。 

（８）提出先・事前相談受付 

 交野市福祉部障がい福祉課 

 所在地：交野市天野が原町５－５－１  

 電 話：072-893-6400 
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（９）応募の辞退 

  応募後に辞退する場合は、理由を付した辞退届（様式任意）を提出す

ること。 

 

【別表１】応募書類一覧 

番号 書類名 必須/任意 様式番号 

① 参加表明書 必須 様式第１号 

② 法人の登記事項証明書・印鑑証明書 必須 

 

③ 法人の定款の写し（原本証明付き） 必須 

 

④ 直近３年分の以下証明書 

・国税の納税証明書【納税証明書その１】 

・地方税（法人住民税及び法人事業税）の納税証明書及び滞納の

ない証明 

※本社・本店分のみ提出。ただし、支社・支店が応募書類を提出

する場合は、支社・支店分を含む。 

必須 

 

⑤ 法人税を申告している法人の場合、直近３事業年度分の以下書

類の写し 

・法人税申告書別表 1 

・勘定科目内訳明細書 

（必須）  

⑥ 令和６年度の法人の事業計画書及び過去３ヵ年（令和３年度～

令和５年度）の事業報告書 

必須 

 

⑦ 現在法人が実施している障害福祉サービスについて、府県もし

くは地方分権推進制度に基づき、指定障害福祉サービス事業者

の指定等の事務を移譲されている市の指定を受けた指定書の写

し 

必須 

 

⑧ 法人の運営理念・応募の動機について 必須 様式第２号の１ 

⑨ 障がい福祉サービス等事業の実績について 必須 様式第２号の２

①② 

⑩ 経営の安定性・事業継続性について 必須 様式第２号の３ 

⑪ 過去３ヵ年（令和３年度～令和５年度）の決算書類 必須 

 

⑫ 法人の概要・実施事業等をわかりやすく説明したパンフレット

等 

任意 

 

⑬ 必須事業内容の適格性について 必須 様式第３号の１ 

⑭ 職員配置計画について 必須 様式第３号の２ 

⑮ 大阪府の「指定障害福祉サービス事業者指定申請書」の添付書類

中、「付表３ 生活介護事業所の指定に係る記載事項」の様式を

使用し、予定で記載して提出すること。 

必須 
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⑯ 管理者、サービス管理責任者の予定者の経歴書、大阪府の「指定

障害福祉サービス事業者指定申請書」の添付書類中、「参考様式

２ 経歴書」の様式を使用し記載すること。また、職務に関連す

る資格の取得を証明する書類の写しを添付。 

必須 

 

⑰ 障がい児者支援に係る独自対応マニュアル 任意 

 

⑱ 地域・関係機関とのネットワーク構築について 必須 様式第３号の３ 

⑲ 施設整備計画について 必須 様式第３号の４ 

⑳ 任意事業の提案内容について 任意 様式第３号の５ 

㉑ ※任意事業の提案を提出する場合は必須 

 実施する事業に応じて、大阪府の「指定障害福祉サービス事業

者指定申請書」の添付書類の様式を使用し、記載して提出。 

※任意 

 

㉒ 危機管理体制について 必須 第４号の１ 

㉓ 不測の事態発生時の独自対応マニュアル 任意 

 

㉔ 衛生・健康管理について 必須 第４号の２ 

㉕ 応募説明会参加申込書 － 様式第５号 

㉖ 質問書 － 様式第６号 

 

１１ 評価基準 

応募書類及び事業者プレゼンテーション、ヒアリング等の内容に基づい

て、下記判定項目や評価基準の下、選定委員会委員の評価点の合計点を競

う方式により実施する。 

■判定項目 

（１）法人の概要・実績・安定性について 

法人の運営理念・応募の動機、障がい福祉サービス等事業の実績、法

人経営の安定性・継続性など 

（２）事業運営コンセプトについて 

  必須事業内容の適格性、整備計画及び職員配置計画、任意事業の提案

内容など 

（３）安全・衛生・健康管理等について 

  危機管理体制、衛生・健康管理など 

（４）応募者の業務提案（プレゼンテーション）の内容について 

  提案の妥当性、具体性、柔軟性など 
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１２ 審査手順 

①応募書類の提出（期間：令和６年 12 月 13日～令和７年１月 10 日） 

     ↓ 

②対象事業者の選考・審査（委員会の開催：令和７年１月下旬頃） 

 選定委員会において、提出書類及び応募者による提案内容に関するプ

レゼンテーション（出席者は応募法人の職員に限る）並びにヒアリング

等に基づいて、審査基準に基づく審査・評価を行う。 

※ただし、総評価点が６割に満たない場合は、候補者として選定しない。 

審査の結果、事業者に適当な者がいないと判断されたときは、いずれ

の事業者も選定しない場合がある。 

   ↓ 

③施設整備候補事業者の決定 

委員会による審査・評価を踏まえ、総評価点が最も高い事業者を施設

整備候補事業者として決定する。 

 

１３ 選定結果の通知・公表 

  重度障がい者通所施設整備事業者の選定を行った後、すべての応募者

に対し、選定の結果を文書で通知する。なお、審査結果に対しての問い

合わせには一切回答しない。 

また、決定した候補事業者名及びその提案概要については、選定結果

通知後に本市ホームページ等にて公表する。 

※選定事業者が不測の事態により辞退等した場合に備え、次順位の応募

者を補欠登録する場合があります。 

 

１４ スケジュール（予定） 

日程 内容 

令和 6年 11月 15日（金） 
公募開始（障がい福祉課窓口及び本市ホームぺ―ジで

実施要項等の配布） 

令和 6年 11月 29日（金） 応募説明会 

令和 6年 11月 15日（金）～12月 9日（月） 公募に関する質問受付期間（質問回答は随時 HP掲示） 

令和 6年 12月 12日（木） 公募に関する質問回答の完了 

令和 6年 12月 13日（金）～1月 10日（金） 応募書類の受付期間 

令和 7年 1月下旬 
選定委員審査（書面審査・事業者プレゼン、ヒアリン

グ及び審査） 

令和 7年 1月下旬 候補事業者の決定、審査結果通知 

令和 7年 4月 1日（予定） 契約締結 
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１５ 契約手続 

（１）決定した候補事業者と契約締結に向けた協議を行うこととし、協議

が整った上で契約を締結するものとする。 

（２）候補事業者として決定した場合においても、提案内容に虚偽の記載

や重大な瑕疵が判明した場合は、取り消す。 

 

１６ 候補事業者による地域への説明 

 候補事業者として選定された後、地域住民、地元区、自治会、隣接事業

者等に対して事業所の開設を周知し、事業内容等について理解が得られる

よう努めること。 

 さらに、建設工事の入札を実施し、施工業者が決定次第、改めて地域説

明会等を開催し、工事日程等を説明すること。ただし、候補事業者として

正式に選定されるまでは、本市が主催する場所以外で個別に地域住民等に

対する説明や調整を行わないこと。 

 

１７ その他 

（１）応募事業者は、応募書類の提出をもって、応募条件等の公募内容を

承諾したものとみなす。 

（２）提出された応募書類及び提案書類に虚偽または、不正の記載等があ

った場合は、失格とする。 

（３）応募者が選定委員会の構成員、その他関係者に対し、本件について

接触することを禁じる。接触の事実が認められた場合には、失格と

する。  

（４）応募に関する参加報酬はない。また、交通費、その他応募に係る必

要な費用は各応募者の負担とする。 

（５）本市が提供する資料は、本公募に係る検討以外の目的で使用するこ

とは出来ない。また、本公募に係る検討の目的の範囲内であっても、

本市の了承を得ず、第三者に対して、これを使用させまたは、内容

を提示してはならない。 

（６）その他、本要項に定めがない事項及び疑義が生じたときは、福祉部

長が別途定める。 
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１８ 問合せ 

所在地：交野市天野が原町５－５－１ 

 所管課：交野市福祉部障がい福祉課 

 電 話：072-893-6400（内線 608） 

 ＦＡＸ：072-895-6065 

 E-mail：hukusi@city.katano.osaka.jp 


